短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル


第５章  休 暇 等

（年次有給休暇）

第13条  6ヶ月以上継続して勤務し、会社の定める所定労働日数の８割以上を出勤した短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）には、次頁の表のとおり年次有給休暇を与える。

２  年次有給休暇を取得しようとするときは、所定の用紙によりその期日を指定して事前に届け出るものとする。

３  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が指定した期日に年次有給休暇を与えると事業の正常な運営に著しく支障があると認められるときは、他の日に変更することがある。

４  従業員の過半数を代表する者との協定により、前項の規定にかかわらず、あらかじめ期日を指定して計画的に年休を与えることがある。ただし、各人の持つ年次有給休暇付与日数のうち、５日を超える日数の範囲とする。

５  当該年度の年次有給休暇で取得しなかった残日数については、翌年度に限り繰り越すことができる。

年次有給休暇の付与日数表

	所定労働日数
	勤続した年数に応ずる休暇日数

	
	6ヶ月
	1年
6ヶ月
	2年
6ヶ月
	3年
6ヶ月
	4年
6ヶ月
	5年
6ヶ月
	6年
6ヶ月
	7年
6ヶ月
	8年
6ヶ月
	9年
6ヶ月
	10年
6ヶ月
以上

	週30時間以上
	－
	－
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20

	週30時間未満
	週５日以上
	年間217日以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	週４日
	年間169日～216日
	7
	8
	9
	9
	10
	11
	12
	12
	13
	14
	15

	
	週３日
	年間121日～168日
	5
	6
	6
	7
	7
	8
	9
	9
	10
	10
	11

	
	週２日
	年間 73日～120日
	3
	4
	4
	4
	5
	5
	6
	6
	6
	7
	7

	
	週１日
	年間 48日～ 72日
	1
	2
	2
	2
	2
	2
	3
	3
	3
	3
	3


◆解 説◆

  年次有給休暇は、入社年月日が個人別に違うため、権利の発生日を個人別に管理する必要があります。

  年次有給休暇は、労基法が定める労働者の全てに発生する権利なんですね。決して「正社員」に限ったものではありません。短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）にも付与されるのです。

  この権利は、一定期間継続勤務し所定労働日に８０％以上出勤した労働者に対し、自動的に発生するものです。「自動的」にですよ。したがって、会社が「与える」ものではないのです。あくまでも「労働者の権利」なんです。

  モデルでは、平成11年4月1日に改正され「上積み」された内容がそのまま踏襲されています。

この有給休暇は時効が２年で、取得しなかった分については翌年度まで有効です。

よく「有給休暇の買上」ということを耳にします。基本的には「違法」です。有給休暇の本来的な意味から逸脱してしまうからです。ただし、取得されずに時効となった部分について、例えば「買上」することは使用者の判断によります。運用の違いですね。

現在、権利として残存している部分と時効となった部分とでは、運用（制度）に違いをつけることが出来るのです。臨時の報酬として与えてもよいと考えられます。ただ、これは、有給休暇の単なる「買上」を目的としたものではないことに留意してください。

  さて、最初に「年次有給休暇は労基法が定める労働者の全てに発生する権利」だといいました。繰り返しますが、ということは、いわゆる正社員だけではなく、「パート」や「嘱託」にも適用されると言う事です。このことを「有給休暇の比例付与制度」といいます。基本的には、週の所定労働日数と勤続年数に応じて「権利の発生」があるのです。最初に解説したとおりです。

  労働者には、権利発生した有給休暇を「いつ使うか」ということを指定する権利があります。これを「時季指定権」といい、原則としていつでも（どの労働日でも）年休に指定する事が出来るのです。

  ただし、この「時季指定権」に対して、使用者側は「時季変更権」を有しています。これは、労働者から時季指定のあった労働日について、年休を取得する事により事業の正常な運営の妨げ等がある場合、行使できるとされています。

しかし、これは使用者が自由に行使できるというものではなく、その程度についての妥当性が問題になる訳です。また、極端に言えば労働者は、この「時季変更」に必ず応じなければならない訳ではないのです。

大切な事は、労働者と使用者の充分な話し合いと納得性です。どちらかが強くて、どちらかが弱いと言うことではなく、フランクな立場での話し合いが大切と言う事でしょう。

最後に「計画休暇制度」について。

先にも言いましたように、年休の取得時季はあくまでも労働者に委ねられています。ただ、「計画休暇制度」では労使の話し合いで労使協定を締結した上で、年休の５日を超える分に付いて計画的に有給休暇を取得させる事が出来るのです。残りの５日については、労働者本人が自由に使える部分として残しておく必要があります。

身近な例としては、ゴールデン・ウィークに利用する事が多いようです。わかりますね。飛び石の間に計画的に付与するわけです。結果として「今年のGWは連続○○日」ということになります。

（産前産後の休業）

第14条  ６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産する予定の女性は、その請求によって休業することができる。

２  産後８週間を経過しない女性は就業させない。ただし、産後６週間を経過した女性から請求があった場合には、医師が支障ないと認めた業務に就かせることがある。

３  妊娠中の短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）から請求があったときは、他の軽易な業務に転換させることとする。

◆解 説◆

  産前産後の休業ということから、この休暇には産前休暇と産後休暇の２つにわかれていると考えてください。若干性質が違うのです。

  産前休暇は女子の請求によって認められるものです。請求がなければ、使用者はあえて休暇を与える必要はないわけです。極端に言えば、出産の前日まで働いていたということはおこり得るのです。

一方、産後休暇は、請求の有無にかかわらず強制的に就業させてはならないという性質を持っています。ただし、この産後休暇の場合、産後６週間が経過して女子が就労を請求し、かつ、医師が支障がないと判断した業務に就かせることは可能です。でも、これは強制ではありません。使用者側にこのような義務があるわけではないのです。したがって、条件を満たしたとしても、産後８週間の休暇を取らせる事は可能です。

ここでは、労基法に沿った内容で記載してあります。

なお、この期間の賃金については、有給・無給のいずれでもかまいません。だからこそ、有給・無給について定めをしておく必要があります。

また、健康保険から産休期間については一定の出産手当金が支給されますので、手続きを忘れないようにお願いします。


（母性健康管理のための休暇等）

第15条  妊娠中又は出産後１年を経過しない短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）から、所定労働時間内に、母子保健法に定める健康診断又は保健指導を受けるために、通院に必要な時間（通院休暇）の請求があったときは、次の範囲で休暇を与える。

       ①産前の場合

         妊娠２３週まで                   ４週に１回

         妊娠２４週から３５週まで         ２週に１回

         妊娠３６週から出産まで           １週に１回

         ただし、医師又は助産婦（以下「医師等」という。）がこれと異なる指示をしたときには、その支持により必要な時間。

２  妊娠中又は出産後１年を経過しない短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）から、健康検査又は保健指導に基づき勤務時間等について医師等の指導を受けた旨申出があった場合、次の措置を講ずることとする。

  ①妊娠中の通勤緩和

    通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として１時間の勤務時間の短縮又は１時間以内の時差出勤

②妊娠中の休憩の特例

  休憩時間等について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩回数の増加

③妊娠中又は出産後の諸症状に対応する措置

   妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生のおそれがあるとして指導された場合は、その指導事項を守ることが出来るようにするため作業の軽減、勤務時間の短縮、休業等

◆解 説◆

  母性健康管理等のための休暇等については、平成10年4月1日に施行され使用者に義務付けられました。

  その内容は、妊娠中の女性及び産後1年を経過しない女性に対し、

1 母子健康法に基づく保険指導または健康審査を受けるために必要な時間を確保する措置

2 保健指導等による医師または保健婦の指導事項を守る事が出来るようにするための措置

の２つの措置を講ずる事です。

  ここでは、その内容に沿って労基法の基準内でその措置について記載しています。


（育児時間等）

第16条  生後１年未満の生児を育てる女性から請求があったときは、休憩時間のほか１日について２回、１回について30分の育児時間を与える。

２  生理日の就業が著しく困難な女性から請求があったときは、必要な期間休暇を与える。

◆解 説◆

  基本的な捉えかたとしては、育児時間とは子供を会社に連れてきている、出産後１年以内の女性が請求した場合に、午前中に３０分・午後に３０分の育児時間を認めるというものです。これは労基法で定められています。（１日に２回・それぞれ３０分以上）

  また、子供を会社に連れてこなくても、労働者から請求があれば、例えば朝３０分出勤時刻を送らせ、退社時刻を３０分早くするということも考えられます。

  いずれにせよ、請求があればそれには応じなければなりません。使用者はこれを拒否する事は出来ないのです。

  生理日は従来生理休暇として保証されていました。もとは丸１日休暇を取れるものだったのです。しかし、昨年の法改正に伴い制限が加えられ、就労が困難な場合に限られるようになりました。

  通達では、半日及び１時間単位の就労免除を認めており、回復すれば就労させても良いとなっています。これを「生理日の措置」といいます。


（育児休業等）

第17条  １歳に満たない子を養育するために必要があるときは、別に定めるところにより、会社に申し出て育児休業をし、又は育児時間勤務制度の適用を受けることができる。

◆解 説◆

  育児休業と育児短時間勤務は、１歳未満の子を養育する親であれば、誰でも請求し取得する事が出来ます。男女の制約はありません。

  ただし、次の者については適用の除外を受ける事になりますので注意してください。

  ①日々雇用される者

②期間を定めて雇用される者（基本的には１年以内）

③雇用されてから１年未満の者

  ④１年以内に雇用関係の終了するもの者

  ⑤１週間の所定労働日数が２日以内の者

  ⑥専業主婦（夫）がいる場合

  お互い働きながら子育てをしている場合には、夫婦揃って育児休業を取得できる事になっています。

  育児休業は、有給休暇のように使用者側の「時季変更権」のようなものはありません。したがって、使用者は、請求を受ければそのまま実施するしかないのです。育児休業の権利は、使用者の承認を必要とはしていないのです。

  賃金については、有給休暇を除く他の休暇と同じく、有給でも無給でもかまいません。また、労働者は育児休業の期間中は、雇用保険から「育児休業基本給付金」として、従前の給与の２０％が支給されることになっています。これは２ヶ月ごとに支給されます。また、復帰後には従前の給与の５％が一時金として、一括して支給されることも覚えておいてください。

  なお、育児休業期間中は、社会保険料の自己負担分が免除されています。平成１２年４月からは、厚生年金部分の会社負担が免除されるようです。さらに、平成１２年７月からは健康保険部分の会社負担が免除される予定となっています。


（介護休業等）

第18条  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）のうち必要のある者は、別に定めるところにより、会社に申し出て介護休業をし、又は介護時間勤務制度の適用を受けることができる。

◆解 説◆

  介護休業と介護短時間勤務制度は、要介護状態にある家族を持つ労働者が一時休業し、家族の介護に専念できるようにするものです。

  一定の要件を満たしている労働者が申請すれば、取得する事が出来ます。育児と同じく男女の制限はなく、特に休暇については使用者の承認の有無とは関係なく休業する事が出来るとされています。ただし、休業の場合には開始の２週間前までに、書面で開始予定日と終了予定日を明記して使用者に申請しなければなりません。

  さて、一定の要件についてお話します。

  まず、対象家族が要介護の状態にあること。

要介護状態とは、「負傷・疾病・身体もしくは精神上の障害により、常時介護を必要とする期間が２週間以上継続する事」をいいます。医師等の診断書を取る必要はあえてありません。基本的には、会社の認定でよいということになっています。目安としては、特別養護老人ホームの入居基準と言ったところでしょうか。

次に、対象家族が以下であること。

①配偶者・子・親・配偶者の親

②同居し本人が扶養する 祖父母・兄弟姉妹・孫

そして、同一家族には、原則として一度、上限３ヶ月しか取得できません。

また、介護休業期間中は、雇用保険から従前の給与の２５％が、上限３ヶ月を限度に復帰後一括して支給されます。しかし、育児休業のように、休業期間中の社会保険料の自己負担分は免除されていません。休暇中の賃金についても、有給・無給のいずれでもよいとされています。いずれかを必ず記載しておきましょう。
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